
 

令和７年度雲仙天草国立公園（天草地域）広域周遊促進業務委託に係る 

企画コンペ実施要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜担当部署 及び 提出先＞ 

 熊本県環境生活部環境局自然保護課 

 住 所 〒８６２－８５７０ 

     熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号（県庁新館５階） 

 ＴＥＬ ０９６－３３３－２２７４ 

E-mail shizenhogo@pref.kumamoto.lg.jp 

 



１ 目的 

本国立公園の広域周遊促進を目的に、特に令和８年７月２０日に国立公園指定

７０周年迎える天草地域を中心に、サイクリング世界大会をハブとした天草等周

遊プランの造成、加えて周年記念等を一体的にＰＲできる特設ＨＰを開設するこ

とで、広域周遊の促進及び滞在長期化を図ることを目的とする。 

 

２ 委託業務の内容 

業務を受託した者は、別添の仕様書に記載している業務内容を県と連携して実

施すること。なお、仕様書は委託に係る最低限の仕様を示したものである。 
 
（１）業務概要 

  ・サイクルツーリズムによる雲仙天草国立公園での広域周遊プラン造成 

  ・周年記念 特設ＨＰ開設（多言語・外部リンク付） 
 

 （２）企画提案のポイント 

  ・令和７年度から令和８年度にかけて天草地域で開催予定のサイクリング世界

大会も見据え、サイクリストやその関係者に対し、訴求力のある雲仙天草国立

公園の広域周遊プランを造成し、提案書等を成果物として納品するとともに必

要なＰＲ等を実施すること。 

   なお、企画提案に加えて、今年度委託期間中に印刷や広告、物品の納入を行う

場合、その費用は現委託料の範囲内で行うものとする。 

   ※今年度、本事業により造成したプランを来年度、企画提案者が自社でツアー

プランとして販売することも想定している。 

・令和８年７月２０日に国立公園指定７０周年迎える天草地域において、観光客

等が地元市町のイベント等を一体的に把握、国立公園を感じることのできる特

設ＨＰを開設すること。また、インバウンド対応のため多言語化すること。   

  ・周年記念等を効果的にＰＲするため、特設ＨＰには令和８年度に地元市町の実 

施する事業や県が別途作成する広域周遊プラン等も掲載すること。 
 
（３）見積上限額 

   ４，０００，０００円（税込） 

   上記金額は契約時の予定価格ではなく、あくまで規模感を示すための上限額。 

 

３ 企画コンペ参加資格 

  本業務委託は、企画コンペ方式による実施することとし、次のとおり参加資格を

設ける。 

①物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要 

   綱（令和３年熊本県告示第６７２号。以下「要綱」という。）による審査のう 

え、業務委託契約等入札参加資格名簿の「企画・制作業務」、「企画・運営 

業務」及び「ホームページ制作・維持管理」に関する入札参加資格を有すると

決定された者であること。 

   なお、入札資格を有しない者は、熊本県出納局管理調達課へ令和７年９月１９

日（金）までに入札参加資格審査の申請を行うこと。 

②熊本県内に本社、支店又は営業所（以下「本社等」という。）を有すること。 



③企画提案書受付期間において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に 

   基づく更正手続き開始の申立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、 

   当該申立てに係る更正計画認可決定を受けていること。 

④企画提案書受付期間において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に 

   基づく再生手続き開始の申立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、 

   当該申立てに係る再生計画認可決定を受けていること。 

⑤企画提案書受付期間において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る 

   指名停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期 

   間中でないこと。 

⑥暴力団又は暴力団員もしくはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む） 

の統制下にないこと。 

 

４ 応募手続きについて 

  期日までにエントリーシートを提出し、そのうえで企画提案書等を提出すること。

スケジュール等含む詳細は、下記のとおり。 
 
（１）スケジュール 

令和７年 ９月１０日（水）          エントリーシート等 受付開

始 

       ９月１０日（水）～１９日（金）   質問書       受付期限  

～２４日（水）   左記を目途に随時回答 

９月２６日（金） １７時必着     エントリーシート 提出締切 

１０月 １日（水） １７時必着     企画提案書等    提出締切 

１０月 ７日（火）          審査会（プレゼンテーション） 

      １０月中旬               選定事業者への見積徴取 

契約締結 

 

（２）質問について 

  ＜受付期限＞ 令和７年９月１９日（金） 

＜回答期限＞ 随時回答（令和７年９月２４日（水）を目途に随時回答） 

   ＜提出書類＞ 質問書（様式１） 

＜提出方法＞ 実施要領表紙の提出先に電子メールで送付すること（電話や 

ファックスでの質問は一切受け付けないものとする） 

＜提 出 先＞ shizenhogo@pref.kumamoto.lg.jp 

＜回答方法＞ 準備次第、質問者の名称等を伏せてとりまとめ、随時、本県の

ホームページで公表する。 

 

（３）参加について 

＜提出期限＞ 令和７年９月２６日（金） １７時必着 

   ＜提出書類＞ エントリーシート（様式２） 

＜提出方法＞ 持参又は郵送（持参の場合は事前に連絡すること） 

※会社パンフレット等があれば様式に加えて 1部添付すること 

＜参加辞退＞ 辞退する場合、電子メールにより報告のこと 



 

（４）企画提案書について 

＜提出期限＞ 令和７年１０月１日（水） １７時必着 

＜提出書類＞ ①企画提案書（様式３） 

          ②見積書 

          ③事業者の取組に関する申出書（様式４） 

④必要関係資料 

   ＜提出方法＞ 提出書類は、紙媒体で郵送又は持参により提出すること。 

          企画提案書は、様式のほか、概要(２頁程度。Ａ４用紙１枚まで) 

と提案（１０頁程度。Ａ４用紙５枚程度まで）で１式とする。 

様式は任意とする（Ａ３で１頁は、Ａ４の２頁分として扱う）。 

企画提案書は、必要に応じて絵、図を用いて分かりやすく提案す 

ること。特にＨＰ画面は、案を示すこと。 

   ＜必要部数等＞ 正本１部、副本４部 

          企画提案は、見積上限額の範囲内で１案とする。 

 

（５）注意事項 

・提出書類は、県が必要に応じ複写することがあるが、本企画コンペ及び検討以

外の目的で使用することはない。 

・企画提案に係る費用は、参加者の負担とし、提出された書類は返却しない。 

・提出された企画提案書は、熊本県情報公開条例に基づく開示請求があった場合、 

対象文書として原則、開示する。 

   なお、事業を営むうえで、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害

すると認められる情報は、熊本県情報公開条例第７条第３項イの規定により非

開示になる。開示・非開示の判断は、同条例に基づき県が客観的に判断する。 

 

５ 見積書について 

  見積書を作成し、企画提案書とともに提出すること。 

このとき消費税及び地方消費税、業務に必要なその他一切の費用を含むこと。 

※対象経費については、後述の「８ その他留意事項について」を確認すること。 

 

６ 審査会及び受託者の選定方法について 

（１）審査会の概要 

 ＜審査会場＞ 熊本県庁 会議室 ＜予定＞ 

 ＜説 明 者＞ 最大５名 

＜審査時間＞ 最大４０分（プレゼンテーション３０分、質問対応１０分） 

＜会場機器＞ プレゼンテーション時はパソコン等の電子機器の使用が可能。 

   ※日程、会場、機器等の詳細は、審査会前に別途通知する。 

＜書類選考＞ 参加資格要件の適否等を事前確認し、要件を満たす参加者を対

象に審査会を実施する。 

なお、参加者が５者以上の場合、審査会前に審査員による書類

選考を行い、３者程度まで絞り込むことがある。 

＜審査概要＞ 別途定める審査の視点に沿って、企画提案書に基づくプレゼ 



ンテーションについて審査する。 

 

（２）本企画コンペ及び審査会の成立 

参加者が１者となった場合でも審査を行い、評価点が６割以上（採用基準

点）であれば候補者として決定する。 

採用基準点は、３人全員が各６０点以上、合計で１８０点以上とする。 

 

（３）失格について 

次の事項のいずれかに該当する場合、失格とする。 

①この要領に定める提出方法や期限等に適合しないもの。 

②この要領に定める様式及び記入要領に示す条件に適合しないもの 。 

③虚偽の内容が記載されているもの 。 

④その他、選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為が認められたもの。 

 

（４）審査結果の通知について 

   審査会により委託先の候補者を決定した後、速やかに審査結果を参加者へ個

別にメールにより通知する。 

 

７ 契約方法について 

（１）契約方法 

   委託先の候補者と県は、企画提案の内容を基にして、履行に必要な具体的な

条件等の協議、調整を行い、これが整った上で契約を締結する。 

なお、協議等が整わない場合は、次点者が、あらためて県と協議を行う。 

  

（２）契約保証金 

   契約保証金の納入に関しては、熊本県会計規則により、基本的に契約金額の

１００分の１０以上の契約保証金を納める必要がある。県から納入通知書を発

行するので、支払期限までに、金融機関等に納入すること。 

ただし、熊本県会計規則第７８条に該当する場合、契約保証金を免除するこ

とがある。 

 

８ その他留意事項について 

（１）対象経費 

   ・委託契約の対象経費は、事業の実施に直接必要となる経費（人件費、謝金、 

旅費、役務費、会議費、需用費、賃借料、委託費等）及び一般管理費。 

   ・備品購入などの受託者の財産取得となる経費や、特定の個人や個別企業に対

する給付経費及びそれに類するものは原則として認められないが、機材等

の事業期間内のリース料は認める。 

    なお、委託事業の経理を明確にするため、受託者は他の経理と明確に区分し

て会計処理を行うこと。 

 

（２）特記事項 

・課題や問題点に係る対応及び仕様書等に定めのない事由が発生した場合は、



県と十分に協議を行うこと。 

・業務にあたっては、随時、進捗状況を報告すること。 

・本業務で知り得た情報については、他人に漏らし又は自己の利益とするため

に利用することができない。契約終了後も同様とする。 

・個人情報の保護については、十分な注意を図り、流出・損失が生じないこと。 

なお、著作者人格権によって保障される各権利については、県と受託者にお

いて契約時に相互に確認し、必要に応じた特約等を結ぶことも想定される。 

・県は、受託者が必要とする資料や情報等の提供にできる限り協力する。 


